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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第１四半期の業績（2021年４月１日～2021年６月30日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 1,797 △15.2 △26 － 33 － 16 －

2021年３月期第１四半期 2,119 △3.6 △28 － △4 － △6 －
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第１四半期 12 32 － －

2021年３月期第１四半期 △5 21 　－

(注) 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を当第１四半期会計期間の期首から

適用しており、2022年３月期第１四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっ

ております。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 11,672 7,649 65.5

2021年３月期 11,768 7,682 65.3

(参考)自己資本 2022年３月期第１四半期 7,649 百万円 2021年３月期 7,682 百万円

(注) 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を当第１四半期会計期間の期首から

適用しており、2022年３月期第１四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっ

ております。

２．配当の状況
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － － － － － － 30 00 30 00

2022年３月期 － －

2022年３月期(予想) － － － － － － － －

(注) １．直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

２．2022年３月期の配当予想につきましては、現時点では未定としております。

３．2022年３月期の業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）
(％表示は、通期は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,700 △16.1 3 － 35 － 22 － 16 61

(注) １．直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

２．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を当第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、上記の業績予想は、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期１Ｑ 1,540,000株 2021年３月期 1,540,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期１Ｑ 215,597株 2021年３月期 215,549株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期１Ｑ 1,324,428株 2021年３月期１Ｑ 1,324,581株

(注） 当社は「株式給付信託（BBT）」を導入しており、株主資本において自己株式として計上されている「株式給付

信託（BBT）」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております。

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

に関する事項は、添付資料２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）業績予想などの将来予測情報

に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大により政府による緊急事態宣

言の複数回にわたる発令等の影響により、社会経済活動の制限や個人消費の低迷が長期化しております。ワクチン

接種の進展による収束が期待されているものの、変異ウイルスの流行拡大もあり依然として先行きが不透明な状況

で推移しました。

海運業界は、コンテナ船等の一部の船種で運賃が上昇しております。しかしながら、コロナ禍により港湾処理能

力や内陸の輸送キャパシティは低下しており、世界各地で港湾混雑や貨物の滞留が発生しております。

造船業界は、コンテナ船等の運賃上昇に伴い一部の船種で船価が上昇しておりますが、鋼材価格の上昇や環境規

制への対応等もあり、業界全体としての回復までには繋がっておりません。

このような状況下、当社といたしましては、前事業年度の営業活動の制限により受注量が大幅に減少した結果、

前第１四半期累計期間に比べ売上高は減少し、当第１四半期累計期間は、売上高1,797百万円（前年同期比15.2％

減）となりましたが、前年同期に比べ営業外収益が増加したこともあり、経常利益33百万円（前年同期は経常損失

４百万円）、四半期純利益16百万円（前年同期は四半期純損失６百万円）となりました。

なお、当第１四半期会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年３月30日。以

下「収益認識会計基準」という。)及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号

2021年３月26日)を適用しております。詳細は、「２．四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期財務諸表に関する

注記事項（会計方針の変更）」をご参照ください。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期会計期間末の総資産は11,672百万円となり、前事業年度末に比べ96百万円減少いたしました。主な

要因は、受注減少に伴う棚卸資産の減少等による流動資産の減少（48百万円）や、減価償却に伴う有形固定資産の

減少等による固定資産の減少（48百万円）によるものです。

当第１四半期会計期間末の負債は4,022百万円となり、前事業年度末に比べ63百万円減少いたしました。主な要

因は、長期借入金の借入等による固定負債の増加（35百万円）に対し、前受金の減少等による流動負債の減少（98

百万円）によるものです。

当第１四半期会計期間末の純資産は7,649百万円となり、前事業年度末に比べ33百万円減少いたしました。主な

要因は、剰余金の配当等に伴う利益剰余金の減少等による株主資本の減少（24百万円）等よるものです。

この結果、当第１四半期会計期間末における自己資本比率は65.5％となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の業績予想につきましては、2021年５月14日に発表いたしました数値から変更はありません。配当

予想につきましても、現時点で今後の動向を見通す合理的な算定を行うことは困難であるため、未定とさせていた

だきます。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,647,423 2,559,754

受取手形及び売掛金 2,257,193 2,278,521

製品 80,761 171,155

仕掛品 1,948,057 1,797,276

原材料及び貯蔵品 410,538 446,985

その他 35,888 77,764

貸倒引当金 △2,091 △2,113

流動資産合計 7,377,771 7,329,343

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,390,888 1,364,488

その他（純額） 1,513,519 1,489,385

有形固定資産合計 2,904,408 2,853,874

無形固定資産 106,169 120,350

投資その他の資産

投資その他の資産 1,398,445 1,385,420

貸倒引当金 △17,981 △16,929

投資その他の資産合計 1,380,463 1,368,491

固定資産合計 4,391,042 4,342,716

資産合計 11,768,813 11,672,060
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,570,255 1,581,344

短期借入金 345,044 390,060

未払法人税等 11,035 24,822

賞与引当金 129,600 63,698

製品保証引当金 167,250 157,366

その他 917,192 824,198

流動負債合計 3,140,376 3,041,489

固定負債

社債 160,000 160,000

長期借入金 444,743 480,565

引当金 51,496 54,474

その他 289,465 285,826

固定負債合計 945,704 980,866

負債合計 4,086,081 4,022,356

純資産の部

株主資本

資本金 1,510,000 1,510,000

資本剰余金 926,345 926,345

利益剰余金 5,412,909 5,388,456

自己株式 △436,746 △436,823

株主資本合計 7,412,508 7,387,978

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 270,223 261,725

評価・換算差額等合計 270,223 261,725

純資産合計 7,682,732 7,649,704

負債純資産合計 11,768,813 11,672,060
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 2,119,580 1,797,329

売上原価 1,761,304 1,465,775

売上総利益 358,276 331,554

販売費及び一般管理費 387,177 358,169

営業損失（△） △28,901 △26,615

営業外収益

受取利息 49 41

受取配当金 12,703 14,226

受取技術料 5,608 －

支払補償費戻入額 － 25,907

その他 8,758 22,716

営業外収益合計 27,120 62,890

営業外費用

支払利息 2,030 2,610

固定資産除却損 790 0

その他 81 328

営業外費用合計 2,902 2,938

経常利益又は経常損失（△） △4,683 33,336

特別利益

投資有価証券売却益 － 27

特別利益合計 － 27

特別損失

投資有価証券評価損 5,222 －

特別損失合計 5,222 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △9,905 33,364

法人税等 △3,006 17,042

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,899 16,321
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

当第１四半期累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当第１四半期累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税金費用については、事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。見積実効税率を用いて税金を計算すると著しく

合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、従来は販売費

及び一般管理費として計上していた一部の費用について、当第１四半期会計期間より顧客に支払われる対価として、

売上高から減額しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は4,980千円減少しましたが、販売費及び一般管理費が4,980千円減少

することにより、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はありません。また、利益剰余金期首

残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。
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３．その他

　生産、受注及び販売の状況

当社の事業は舶用内燃機関及び部分品の設計・製造・修理・販売及びその関連事業を主体とした単一セグメント

であります。

①生産実績

当第１四半期会計期間の生産実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

内燃機関関連事業 1,887,722 △7.9

(注) １．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

②受注実績

当第１四半期会計期間の受注実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

内燃機関関連事業 1,126,559 △32.9 975,650 △68.1

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

③販売実績

当第１四半期会計期間の販売実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

内燃機関関連事業 1,797,329 △15.2

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　


